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第 378 回

Ｄ社は、エレベーターの据付、改修工事
業者で、災害発生の日は、夜間にショッピ
ングモールのエレベーター改修工事を行っ
ていた。作業員のひとりが、夜間工事の作
業開始前ミーティング中、突然倒れ込むよ
うに転倒し、負傷した。原因を調査したと
ころ、ミーティング開始前より 1 時間ほ
ど早く現場に到着し、エレベーターピット
内で当日の作業準備を行ってからミーティ
ングに参加したようである。また、梅雨と
は思えない連日の暑さで身体がついていか
ず、数日前より少し体調を崩していたもの
の、他の作業員に迷惑がかかると思って不
調については申告していなかった。

ミーティング中に、突然意識が朦朧とし
転倒した原因が、ミーティング前に行って
いたエレベーターピット内での作業により
発症した熱中症が原因であると診断され、
業務上の災害と認定された。

熱中症とは、高温環境下での労働や運動
により、体が熱を放出できなくなり、体温
調節機能が麻痺し、体温が上昇して起こる
危険な症状で、その症状は軽度から重度ま
でさまざまである。軽い熱中症では、めま
いや吐き気、重度の場合には意識障害やけ
いれんなどが起こることがある。エレベー
ターピット内での作業は、換気が不十分な
ことが多く、風通しも悪い。高温多湿にな
りやすく、熱中症のリスクが高い場所であ
る。熱中症の労災認定は、業務との関連性
と医学的な因果関係が認められる場合に適
用されることになる。具体的には、暑熱な

が

え
る



《安全スタッフ》2025・8・1　　29

場所での業務中に発生した熱中症であるこ
と、そしてその発生が業務に起因すると認
められることが判断の基準となる。当日は、
夕方に雷雨があり、外気温こそ 27℃くらい
に下がったものの、湿度は 80％と高く、非
常に蒸し暑い作業環境であった。

今年 6 月 1 日に、労働安全衛生規則が改
正され、熱中症による重篤化を防止するた
めの措置が事業者に義務付けられている。
義務化されたのは、①熱中症を生ずるおそ
れのある作業を行う際に、「熱中症の自覚
症状がある作業者」「熱中症のおそれがあ
る作業者を見つけた者」がその旨を報告す
るための体制（連絡先や担当者）を事業場
ごとにあらかじめ定め、関係作業者に対し
て周知しておくこと。②熱中症を生ずるお
それのある作業を行う際には、熱中症の症
状の悪化を防止するために必要な措置に関
する内容や実施手順を事業場ごとにあらか
じめ定め、関係作業者に対して周知してお
くこと。なお、熱中症を生ずるおそれのあ
る対象となる作業とは、暑さ指数（WBGT）
28℃以上または気温 31℃以上の作業場に
おいて行われる作業を連続 1 時間以上また
は 1 日 4 時間を超えて行われることが見込
まれる作業とされているが、この基準に該
当しない場合であっても、作業の強度や継
続性、身に着けている作業着によっては、
熱中症のリスクが高まるため、上記に準じ
た対応を行うことが推奨される。

今回のケースで考えると、気温 27℃、湿
度 80％は、暑さ指数（WBGT）を計算する
と 25.1 ℃だ。上記の基準を下回っていたと
はいえ、活動量の調整が必要とされる警戒
基準である。また風邪通しの悪い環境や長
袖長ズボンと言った作業着のことを考慮す
れば、体感的な暑さ指数（WBGT）は、28
を超えていたかもしれない。法律が改正さ

れ、やらなければならないという対処では
なく、ここ数年の気候変動を踏まえると、
今後、熱中症対策は、企業の安全衛生管理
の一環でとても重要なものであり、従業員
の夏場の安全対策上、欠かすことができな
い職場環境づくりのひとつである。法律に
従い、手順書を作成し、周知しただけで終
わらせず、①作業環境の管理を徹底する。
休憩施設の整備を行う。②作業管理におい
ては、水分、塩分の摂取、服装への配慮（透
過性および通気性の確保）、さらに、今回
の災害のひとつの原因であったかもしれな
いが、③日ごろの健康チェック、健康診断
結果に基づく対応や日常の健康管理（前夜
の飲酒、睡眠不足、朝食の未摂取）、日々
健康状態の確認を徹底することが必要であ
る。その他、WBGT 測定器（屋外での作業
時では「ハンディタイプ」や「携帯型」の
WBGT 計測器）などの導入。塩熱飴の常備、
万一のための応急用品（瞬間冷却剤、冷却
タオル、経口補水液、防滴扇子、コールド
スプレーなど）を準備しておくとよいだろ
う。今回の法改正への対応とあわせ、今一
度、現場でいざという時に有効となる体制
づくりを推し進める必要がある。
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